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 「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 

 
   当社は、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）および「会社法施行規則等の一部を

改正する省令」（平成27年法務省令第6号）が平成27年5月1日付で施行されることを受け、本日開催の取締

役会において、「内部統制システムの基本方針」について一部改定することを決議しましたので、下記の通り

お知らせいたします。  

 なお、改定箇所は下線で示しております。 

 

記 

 

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制ならびに当社

および親会社・子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社グループ全体のコンプライアンス活動を統括する組織として、当社社長を委員長とする「タカラバイオコ

ンプライアンス委員会」を設置しており、同委員会は、その上位組織である当社の親会社の宝ホールディング

ス株式会社内に設置されているコンプライアンス委員会（当社からも委員およびワーキングメンバーを派遣）が

制定する「コンプライアンス行動指針」により、当社グループの役員・社員のひとりひとりが遵守すべき「法・社会

倫理」に関わる行動指針を明示し、集合研修や職場での日常的指導などを通じてグループ内の役員・社員を

教育する。反社会的勢力に対しては、当該行動指針を遵守することにより毅然として対応し、一切の関係を持

たないものとする。なお、役員・社員がグループ内の業務上の法令違反および不正行為を発見した場合にお

いて、通常の業務遂行上の手段・方法によっては問題の解決・防止が不可能または困難であるときの通報窓

口として、「ヘルプライン」を宝ホールディングス株式会社のコンプライアンス推進部門内および社外第三者機

関に設ける。通報等の行為を理由とする通報者の不利益取扱は禁止し、この旨をグループ全体に周知する。 

また、「内部監査規程」に基づく内部監査を実施し、当該内部監査の結果をふまえて必要な対策を講じるこ

とにより、職務執行の適正の確保に努める。なお、内部監査担当部門は、被監査部署等に対して十分な牽制

機能を確保するための独立した組織とする。 

当社グループでは、関連法規および東京証券取引所が定める上場ルールを遵守し、財務報告の信頼性を

確保するための全社的な体制を整備し、評価・改善を行い、これらの体制整備の充実を継続的に行うものとす

る。 

当社と親会社である宝ホールディングス株式会社との関係に関しては、当社は、同社が持株会社としての連

結経営管理の観点から定め、当社を含むグループ各社の独自性・自立性を維持しつつグループ全体の企業

価値の最大化をはかることを目的として運用する「グループ会社管理規程」の適用を受け、当社取締役会等で

決議された事項や当社および子会社の事業活動状況等の報告を定期的に同社に対して行うものとする。 

当社と子会社との関係に関しては、各子会社の独自性・自立性を維持しつつ、事業活動等の定期的な報告

を受けることに加え、重要案件については原則として事前協議を行うものとする。また、当社の監査役および内

部監査担当部門は、連携して子会社の往査を定期的に実施し、業務執行の適正確保の観点から監査を行うも

のとする。 

http://www.takara-/


 

２．取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制 

取締役および使用人の職務の執行状況を事後的に適切に確認することができるように、株主総会議事録・

取締役会議事録・稟議書（社長決裁書等）その他の決裁書類などの職務執行状況の記録の作成指針・保管

年限・管理体制（情報セキュリティ体制を含む）等に関する社内規程を制定する。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

タカラバイオコンプライアンス委員会が、当社グループの「危機管理」全体を統括し、同委員会の監督のもと、

各担当部門において「法・社会倫理」「製品・商品の安全と品質」「安全衛生」その他当社グループを取り巻くリ

スクを防止・軽減する活動に取り組む。また、緊急事態発生時には、「TaKaRaグループ緊急時対応マニュアル」

に基づき、必要に応じて社長およびコンプライアンス担当役員を中心とした緊急対策本部を設置した上で、当

該事態に対処する。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時

に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。 

また、社内の指揮命令系統および業務分掌を明確にするため、「職務権限規程」および「業務分掌規程」を

制定し、取締役および使用人による適切かつ迅速な意思決定・執行が行える体制を整備する。 

さらに、取締役会または各取締役の監督・指導のもと、各担当部門において、または必要に応じて部門横断

的なプロジェクトチームを組織して、効率経営の確保に向けた業務の合理化・迅速化・電子化等に継続的に取

り組む。 

内部監査は、効率性の観点にも立って実施し、当該内部監査の結果をふまえて必要な対策を講じることに

より、職務執行の効率性の確保に努める。 

 なお、当社子会社においても、当社に準じた管理体制を整備する。 

 

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補助すべき使用人の設置を監査役が必要としたときは、当該使用人が置かれる指揮命令

系統・当該使用人の地位・処遇等について取締役からの独立性を確保する体制を整えた上で、補助使用人を

置くものとする。 

 

６．取締役および使用人による監査役への報告に関する体制その他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制 

監査役は、重要な意思決定の過程や業務執行状況を把握するために、取締役会の他、事業部門戦略会議

等の重要な会議に出席し、取締役会議事録・稟議書（社長決裁書等）その他の業務執行上の重要な書類を閲

覧し、必要に応じて取締役および使用人に説明を求める権限を有する。 

また、有効かつ効率的な監査を実施するべく、内部監査担当部門は、監査役と緊密な連携を保持する。 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、監査役

に報告しなければならない。当社子会社の取締役は、当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実が

あることを発見したときは、当該子会社を管理する担当部門を経由するなどして、当社の監査役に報告するも

のとする。 

なお、当社の取締役および監査役は、上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けない体制を確保するものとする。 

  

７．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監

査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

以上 

 

 
当資料取り扱い上の注意点 

 当資料中の当社による現在の計画、見通し、戦略、確信などのうち、歴史的事実でないものは、将来の業績に関する見通し

であり、これらは現時点において入手可能な情報から得られた当社経営陣の判断に基づくものですが、重大なリスクや不確実

性を含んでいる情報から得られた多くの仮定および考えに基づきなされたものであります。実際の業績は、さまざまな要素に

よりこれら予測とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。実際の業績に影響を与える要素には、経済情勢、

特に消費動向、為替レートの変動、法律・行政制度の変化、競合会社の価格・製品戦略による圧力、当社の既存製品および新

製品の販売力の低下、生産中断、当社の知的所有権に対する侵害、急速な技術革新、重大な訴訟における不利な判決等があり

ますが、業績に影響を与える要素はこれらに限定されるものではありません。 


